
別添１－２－２

個別手続のオンライン化実施計画（指定法人等が扱う手続）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 手続の見直し オンライン化実施方策提示前倒し 備考

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容

1
公認会計士の開業登録申
請書の提出

公認会計士法第17
条、第19条、公認会
計士等登録規則第4
条

651 実施方策検討 標準仕様の提示 1 5

第3次試験に合格し
たことを証する証書
等の写し、公認会計
士法第4条第1号及び
第3号の規定に該当
しない旨の官公署の
証明書、公認会計士
法第4条第4号又は第
7号に規定する法律
の適用を受ける職に
ある者又はあった者
について、当該各号
に該当しない旨の当
該各号に規定する処
分をする権限を有す
る官庁その他の機関
の証明書、住民票、
登録免許税納付領収
証書の減

1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

2
会計士補の開業登録申請
書の提出

公認会計士法第17
条、第19条、公認会
計士等登録規則第4
条

846 実施方策検討 標準仕様の提示 1 6

第2次試験に合格し
たことを証する証書
等の写し、公認会計
士法第9条の規定に
より第2次試験の全
科目について金融庁
長官が試験を免除す
ることを認定した書
面の写し、公認会計
士法第4条第1号及び
第3号の規定に該当
しない旨の官公署の
証明書、公認会計士
法第4条第4号又は第
7号に規定する法律
の適用を受ける職に
ある者又はあった者
について、当該各号
に該当しない旨の当
該各号に規定する処
分をする権限を有す
る官庁その他の機関
の証明書、住民票、
登録免許税納付領収
証書の減

1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

3 変更登録申請書の提出
公認会計士等登録規
則第6条〈公認会計
士法第20条〉

7482 実施方策検討 標準仕様の提示 1 3

戸籍抄本又は謄本、住
民票、市町村等の発行
する住居表示変更の証
明書の減

1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

4
登録の抹消に関する届出
書の提出

公認会計士等登録規
則第7条〈公認会計
士法第21条〉

767 実施方策検討 標準仕様の提示 1 2

除籍謄本（死亡による
登録抹消の場合）、印
鑑証明（死亡以外の理
由による登録抹消の場
合）の減

1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

5 資料の提出の請求等
預金保険法
第37条

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

6
保険料納付の際の提出資料
の受理

預金保険法
第50条第１項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

7 保険事故の通知の受理
預金保険法
第55条第１項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

8
預金等に係る債権額の把握
のたもの資料の提出の請求
等

預金保険法
第55条の２

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

整理
番号



別添１－２－２

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 手続の見直し オンライン化実施方策提示前倒し 備考

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容

整理
番号

9 資金援助の申込み
預金保険法
第59条第１項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

10
金融機関等からの資金援助
又は資産の買取の申込みを
行った旨の報告

預金保険法
第59条第6項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

11 資金援助の申込みの特例
預金保険法
第59条の２第１項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

12

合併等を援助するために資
金の貸付け等を行う受皿金
融機関等に対する資金の貸
付けの申込み

預金保険法
第60条第１項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

13

優先株式等の引受け等に係
る資金援助の申込み及び財
務内容の健全性の確保のた
めの方策を定めた計画の受
理

預金保険法
第64条の２第１項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

14

財務内容の健全性の確保の
ための方策を定めた計画の
履行状況につき報告を求め
ること

預金保険法
第64条の２第４項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

15
株主総会等の決議に関する
通知の受理

預金保険法
第66条第１項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

16
株主総会等の決議を経ない
場合の通知の受理

預金保険法
第66条第3項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

17 追加的資金援助の申込み
預金保険法
第69条第１項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

18
再承継金融機関等に対する
資金援助の申込み

預金保険法
第101条

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

19
資本の減少を行った場合の
株主総会の決議の通知

預金保険法
第106条第3項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

20
特別危機管理銀行に係る資
金援助の特例

預金保険法
第118条第１号

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

21
預金等の払戻しのための資
金の貸付け

預金保険法
第127条第１号

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

22
資産価値の減少防止のため
の資金の貸付け

預金保険法
第128条第１項

実施方策検討 標準仕様の提示 0 0 1
オンライン化実施方
策提示１５年度→１
４年度

所 管 手 続 数 合 計 22
年度別オンライン
化実施数 0 0 0 0 4 16 22

オンライン化実施数合
計（計画期間中）

0

計 計計計 計計



別添１－２－３

個別手続のオンライン化実施計画（地方公共団体が扱う手続（地方自治法第２条第９項第１号法定受託事務））
見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申請
件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 手続の見直し オンライン化実施方策提示前倒し 備考

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容

1
不動産特定共同事業の許可申
請の受理

不動産特定共同事業法
第48条の２

9 実施方策検討 標準仕様の提示 1 3

受付時間の延長（２４時間化）、住
民票減(住基システムにより代替)、
商業登記簿謄本減(商業登記電子認
証制度により代替)

1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

左記証明書の提出が電子化されるまでは１５年
度の運用は未定。

2
不動産特定共同事業の変更の
許可申請の受理

不動産特定共同事業法
第48条の２

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

左記証明書の提出が電子化されるまでは１５年
度の運用は未定。

3
不動産特定共同事業の業務の
種別の変更等の認可申請の受
理

不動産特定共同事業法
第48条の２

1 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

4
不動産特定共同事業の事務所
の追加設置の認可申請の受理

不動産特定共同事業法
第48条の２

2 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

左記証明書の提出が電子化されるまでは１５年
度の運用は未定。

5
不動産特定共同事業の許可内
容の変更届出の受理

不動産特定共同事業法
第48条の２

100 実施方策検討 標準仕様の提示 1 3

受付時間の延長（２４時間化）、住
民票減(住基システムにより代替)、
商業登記簿謄本減(商業登記電子認
証制度により代替)

1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

左記証明書の提出が電子化されるまでは１５年
度の運用は未定。

6
不動産特定共同事業の廃業等
の届出の受理

不動産特定共同事業法
第48条の２

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

7

労働金庫の軽微な定款変更の
認可

労働金庫法施行令第１
１条第１項第１号（労
働金庫法第３３条第１
号）

30 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

8

労働金庫の軽微な定款変更の
認可の実行届け受理

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（労
働金庫法第９１条第５
号）

30 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

9

労働金庫の軽微な定款変更の
認可の延長承認

労働金庫法施行令第１
１条第１項第２号（労
働金庫法第９１条の
３）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

10

労働金庫の軽微な定款変更の
認可及び認可の延長承認に条
件を付し、及び変更すること

労働金庫法施行令第１
１条第１項第３号（労
働金庫法第９１条の
２）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

11

労働金庫の軽微な業務の種類
又は方法の変更の認可

労働金庫法施行令第１
１条第１項第１号（労
働金庫法第３３条第２
号）

30 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

12

労働金庫の軽微な業務の種類
又は方法の変更の認可の実行
届け受理

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（労
働金庫法第９１条第５
号）

30 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

13

労働金庫の軽微な業務の種類
又は方法の変更の認可の延長
承認

労働金庫法施行令第１
１条第１項第２号（労
働金庫法第９１条の
３）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

14

労働金庫の軽微な業務の種類
又は方法の変更の認可及び認
可の延長承認に条件を付し、
及び変更すること

労働金庫法施行令第１
１条第１項第３号（労
働金庫法第９１条の
２）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

15

労働金庫の代表理事、常務役
員及び参事の兼職認可

労働金庫法施行令第１
１条第１項第１号（労
働金庫法第３６条第１
項）

3 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

16

労働金庫の代表理事、常務役
員及び参事の兼職認可の実行
届け受理

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（労
働金庫法第９１条第５
号）

3 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

17

労働金庫の代表理事、常務役
員及び参事の兼職認可の延長
承認

労働金庫法施行令第１
１条第１項第２号（労
働金庫法第９１条の
３）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

18

労働金庫の代表理事、常務役
員及び参事の兼職認可及び認
可の延長承認に条件を付し、
及び変更すること

労働金庫法施行令第１
１条第１項第３号（労
働金庫法第９１条の
２）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

19
労働金庫の会員による総会の
招集にかかる認可

労働金庫法施行令第１
１条第１項第１号（労
働金庫法第４８条）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

20

労働金庫の会員による総会の
招集にかかる認可の実行届け
の受理

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（労
働金庫法第９１条第５
号）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

整理
番号
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　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申請
件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 手続の見直し オンライン化実施方策提示前倒し 備考

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容

整理
番号

21

労働金庫の会員による総会の
招集にかかる認可の延長承認

労働金庫法施行令第１
１条第１項第２号（労
働金庫法第９１条の
３）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

22

労働金庫の会員による総会の
招集にかかる認可及び認可の
延長承認に条件を付し、及び
変更すること

労働金庫法施行令第１
１条第１項第３号（労
働金庫法第９１条の
２）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

23

労働金庫の大口信用供与規制
の特例の承認

労働金庫法施行令第１
１条第１項第2号（銀行
法第１３条第１項ただ
し書準用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

24

労働金庫の大口信用供与規制
の特例の承認に条件を付し、
及び変更すること

労働金庫法施行令第１
１条第１項第３号（労
働金庫法第９１条の
２）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

25

労働金庫の連結ベースの大口
信用供与規制の特例の承認

労働金庫法施行令第１
１条第１項第2号（銀行
法第１３条第２項後段
準用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

26

労働金庫の連結ベースの大口
信用供与規制の特例の承認に
条件を付し、及び変更するこ
と

労働金庫法施行令第１
１条第１項第３号（労
働金庫法第９１条の
２）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

27
労働金庫の休日とすることが
やむを得ない日の休日の承認

労働金庫法施行令第１
１条第１項第４号（令
第６条第２項第２号）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

28
労働金庫の届出の受理　１
（理事、役員等の就退任）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号）

30 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

29
労働金庫の届出の受理　２
（員外監事の就退任）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号）

30 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

30
労働金庫の届出の受理　３
（会計監査人の就退任）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号）

15 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

31
労働金庫の届出の受理　４
（認可を要しない定款、業務
の種類及び方法の変更）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号）

15 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

32

労働金庫の届出の受理　５
（他の事務所の名義で業務を
行う事務所の廃止のため定款
変更をしようとする場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号） 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

33
労働金庫の届出の受理　６
（事務所の名称変更のため定
款変更をした場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

34

労働金庫の届出の受理　７
（業務の代理に関し業務の種
類又は方法の変更をした場
合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号） 30 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

35

労働金庫の届出の受理　８
（増改築等による事務所の位
置変更及び元位置への復帰を
した場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号） 3 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

36

労働金庫の届出の受理　９
（臨時・巡回型施設、無人設
備の設置、位置変更及び廃止
をした場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号） 30 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

37

労働金庫の届出の受理　10
（従属業務・付随業務をのみ
を行う施設・設備等の設置、
位置変更及び廃止等、又は業
務の内容を変更した場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号） 30 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

38

労働金庫の届出の受理　1１
（担保権の実行他により他の
会社を子会社と使用とする場
合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号） 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

39
労働金庫の届出の受理　12
（子会社の株式を取得し、又
は所有しようとする場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号）

2 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

40

労働金庫の届出の受理　13
（子会社が名称変更、位置変
更、合併、解散又は廃止する
ことになった場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号） 2 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度
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41

労働金庫の届出の受理　1４
（労働金庫又は子会社が国内
の他の会社の株式等を基準株
式数等を超えて取得しようと
する場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号） 2 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

42

労働金庫の届出の受理　1５
（労働金庫又は子会社が国内
の他の子会社対象会社会社の
株式等を基準株式数等を超え
て取得しようとする場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号） 2 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

43

労働金庫の届出の受理　1６
（労働金庫又は子会社が基準
株式数等を超えて所有してい
る株式等を所有しなくなった
場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号） 2 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

44
労働金庫の届出の受理　1７
（特殊関係人を新たに有する
こととなった場合）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（法
第９１条第６号）

2 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

45

労働金庫の届出の受理　1９
（特殊関係人が特殊関係者で
なくなった場合）

労働金庫法施行規則第
１５条第１項（銀行法
第１６条第１項前段準
用）

1 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

46

労働金庫の届出の受理　（臨
時休業等をするとき、臨時休
業を再開するとき）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（銀
行法第１６条第１項前
段準用）

1 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

47

労働金庫の届出の受理　（業
務報告書、連結業務報告書の
受理）

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（銀
行法第１９条第１項前
段準用）

30 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

48
労働金庫の会員からの不服の
申出の受理、申出に関する調
査等

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（労
働金庫法第９２条）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

49
労働金庫の会員からの検査の
請求の受理、検査請求に対す
る検査の実施

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（労
働金庫法第９３条）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

50
労働金庫の会員からの検査の
請求の受理、検査請求に対す
る検査の実施

労働金庫法施行令第１
１条第１項第５号（労
働金庫法第９３条）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

51
労働金庫、労働金庫の子会社
に対して報告及び資料の提出
を求めること

労働金庫法施行令第１
１条第１項第７号（銀
行法第２４条）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

52
労働金庫、労働金庫の子会社
に対して質問及び立入検査を
行うこと

労働金庫法施行令第１
１条第１項第８号（銀
行法第２５条）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

53
定款又は業務方法書の変更の
認可

信用保証協会法第３３
条

8 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

54 事業報告書の提出
信用保証協会法第３４
条

52 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

55
国債等の引受けに係る募集取
扱いの事業の認可

農業協同組合法第１０
条第１５項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

56

金融等デリバティブ取引、有
価証券店頭デリバティブ取
引、取引の媒介、取次ぎ又は
代理の事業の認可

農業協同組合法第１０
条第１６項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

57
有価証券店頭デリバティブ取
引、取引の媒介、取次ぎ又は
代理の事業の認可

農業協同組合法第１０
条第１７項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

58
不特定かつ多数の者を相手と
する国債等の売買等の事業の
認可

農業協同組合法第１０
条第１8項前段 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

59
不特定かつ多数の者を相手と
する国債等の売買等の事業内
容変更認可

農業協同組合法第１０
条第１８項後段 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

60
信託業務に係る事業の認可 農業協同組合法第１０

条第１９項前段
1 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

61
信託業務に係る事業の種類又
は方法の変更認可

農業協同組合法第１０
条第１９項後段 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

62
地方債等の募集又は管理の受
託、担保付社債に関する信託
事業の認可

農業協同組合法第１０
条第２０項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

63
信用事業規程の承認 農業協同組合法第１１

条第１項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

64
信用事業規程の変更又は廃止
の承認

農業協同組合法第１１
条第３項 46 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度
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65

連結ベースの大口信用供与規
制の特例承認

農業協同組合法第１１
条の３第２項（第１１
条の３第１項ただし書
の規定を準用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

66
大口信用供与規制の特例承認 農業協同組合法第１１

条の３第１項ただし書 5 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

67
特定関係者との取引又は行為
の禁止の適用除外の承認

農業協同組合法第１１
条の３の２ 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

68
信用事業に付随し、又は関連
する業務を専ら営む会社を子
会社としようとするときの認

農業協同組合法第１１
条の１６第３項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

69

農協等が担保権の実行等によ
り子会社とした子会社対象会
社等を、１年を超えて子会社
とする場合の認可

農業協同組合法第１１
条の１６第４項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

70

農協がその子会社としている
従属業務を営む会社を付随・
関連業務を営む会社に該当す
る子会社とする場合の認可

農業協同組合法第１１
条の１６第５項（第１
１条の１６第３項を準
用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

71
従属業務を行う会社を子会社
としようとするとき等の届出

農業協同組合法第１１
条の１６第８項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

72

信用事業会社である国内の会
社の株式等を、基準株式数等
を超えて取得する場合に、１
年を超えて所有することにつ
いての承認

農業協同組合法第１１
条の１７第２項

1 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

73
子会社対象会社のうち認可対
象会社を子会社としようとす
るときの認可

農業協同組合法第１１
条の１８第３項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

74

連合会が、子会社としている
証券専門会社等を他の業務を
行なう会社（認可対象会社に
限る）に該当する子会社とす
るときの認可

農業協同組合法第１１
条の１８第４項（同法
第１１条の１８第３項
準用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

75

認可対象会社が連合会等の担
保権の実行等による株式等の
取得等により当該連合会の子
会社となる場合で、その子会
社となった認可対象会社を１
年を超えて子会社とする場合

農業協同組合法第１１
条の１８第５項（法第
１１条の１６第４項を
準用） 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

76
従属業務を営む会社等（認可
対象会社を除く）を子会社と
しようとするとき等の届出

農業協同組合法第１１
条の１８第６項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

77

担保権の実行等により、国内
の会社の株式等をその基準株
式数等を超えて取得する場
合、１年を超えて所有するこ

農業協同組合法第１１
条の１９第２項（第１
１条の１７第２項を準
用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

78
信用事業を行う農協・信連の
役員及び参事の兼職兼業の認

農業協同組合法第３１
条の２第１項 1 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

79
定款の変更認可 農業協同組合法第４４

条第２項
46 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

80
信用事業の譲渡の届出 農業協同組合法第５０

条の２第５項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

81
業務報告書の提出 農業協同組合法第５４

条の２第１項 46 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

82
連結業務報告書の提出 農業協同組合法第５４

条の２第２項 46 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

83
設立認可の申請 農業協同組合法第５９

条第１項
0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1

オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

84
解散決議の認可 農業協同組合法第６４

条第２項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

85
解散の届出 農業協同組合法第６４

条第５項、第８項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

86
合併の認可 農業協同組合法第６５

条第２項 0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

87
権利義務の承継の認可 農業協同組合法第７０

条第２項（同法第６５
条準用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

88

国債、特定社債等の募集取扱
い事業を行う事務所の設置、
廃止、位置変更等の届出

農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第３
条第３項<農業協同組合

10 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度
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　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申請
件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 手続の見直し オンライン化実施方策提示前倒し 備考

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容

整理
番号

89

信用事業方法書の制定、変更
及び廃止の届出

農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第７
条第２項<農業協同組合

46 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

90

業務報告書、連結業務報告書
の提出延期の承認

農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の７第４項<農業協
同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

91

縦覧書類の縦覧開始延期の承
認

農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の９第２項<農業協
同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

92

劣後特約付金銭消費貸借によ
る借入れる場合にあっては、
その旨の報告等

農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第１項第１
号<農業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

93

劣後特約付金銭消費貸借によ
る借入れる場合にあっては、
その旨の報告等

農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第２項第１
号<農業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

94

劣後特約付金銭消費貸借に係
る債務について期限前弁済す
る場合にあっては、その旨の
報告等

農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第１項第２
号<農業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

95

劣後特約付金銭消費貸借に係
る債務について期限前弁済す
る場合にあっては、その旨の
報告等

農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第２項第２
号<農業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

96

連合会又は子会社において不
祥事件が発生したことを知っ
た場合にあっては、その旨の
報告等

農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第１項第３
号<農業協同組合法>

3 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

97

決算速報及び仮決算速報 農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第１項第４
号<農業協同組合法>

92 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

98

事業計画書の提出 農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第１項第５
号<農業協同組合法>

46 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

99

貯金等の状況の報告 農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第１項第６
号<農業協同組合法>

46 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

100

貯金等の状況の報告 農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第２項第３
号<農業協同組合法>

46 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

101

縦覧書類の届出 農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第５項<農業
協同組合法>

46 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

102

担保権の実行による株式等の
取得等により他の会社を子会
社としようとする場合の届出
など

農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
３条の１０第６項<農業
協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

103

特定組合の承認 農業協同組合及び農業
協同組合連合会の信用
事業に関する命令第１
４条<農業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度
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　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申請
件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 手続の見直し オンライン化実施方策提示前倒し 備考

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容

整理
番号

104
余裕金の運用限度の承認 農業協同組合財務処理

基準令第８条第５項た
だし書き<農業協同組合

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

105

信託業務に係る事業の認可 水産業協同組合法第１
１条第５項前段、水産
業協同組合法第８７条
第６項（第１１条第５

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

106

信託業務の種類及び方法の変
更の認可

水産業協同組合法第１
１条第５項後段、水産
業協同組合法第８７条
第６項（第１１条第５
項後段を準用）、水産
業協同組合法第９３条
第４項（第１１条第５
項後段を準用）、水産
業協同組合法第９７条
第５項（第１１条第５
項後段を準用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

107

信用事業規程の認可 水産業協同組合法法第
１１条の３第１項、水
産業協同組合法法第９
２条第１項（第１１条
の３第１項を準用）、
水産業協同組合法第９
６条第１項（第１１条
の３第１項を準用）、
水産業協同組合法第１
００条第１項（第１１
条の３第１項を準用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

108

信用事業規程の変更又は廃止
の認可

水産業協同組合法第１
１条の３第３項、水産
業協同組合法第９２条
第１項（第１１条の３
第３項を準用）、水産
業協同組合法第９６条
第１項（第１１条の３
第３項を準用）、水産
業協同組合法第１００
条第１項（第１１条の
３第３項を準用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

109

地方公共団体等に対する貸付
の最高限度の認可

水産業協同組合法第１
１条の４、水産業協同
組合法第９２条第１項
（第１１条の４を準
用）、水産業協同組合
法第９６条第１項（第
１１条の４を準用）、
水産業協同組合法第１
００条第１項（第１１
条の４を準用）

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

110

信用供与限度額を超える信用
供与の承認

水産業協同組合法第１
１条の７第１項ただし
書き、同法第９２条第
１項、同法第９６条第
１項、第１００条第１

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

111

連結ベースの大口信用供与規
制の特例承認

水産業協同組合法第１
１条の７第２項で準用
する同条１項ただし書
き、同法第９２条第１
項、同法第９６条第１
項、第１００条第１項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

112

特定関係者との取引又は行為
の禁止の適用除外の承認

水産業協同組合法第１
１条の８同法第９２条
第１項、同法第９６条
第１項、第１００条第

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

113
子会社対象会社のうち、付随
業務又は関連業務を営む会社
を子会社としようとするとき

水産業協同組合法第１
７条の２第３項、同法
第９６条第１項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

114

信用事業に付随し、又は関連
する業務を営む会社が、組合
等の担保権の実行による株式
の取得等により、当該組合の
子会社になる場合に、１年を
超えて引き続き子会社とする
ことについての認可

水産業協同組合法第１
７条の２第４項、同法
第８７条の３第５項、
同法９６条第１項、同
法第１００条第１項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度
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　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申請
件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 手続の見直し オンライン化実施方策提示前倒し 備考

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容

整理
番号

115

組合が、その子会社としてい
る従属業務を行う会社を付随
又は関連業務を行う会社に該
当する子会社とするの認可

水産業協同組合法第１
７条の２第５項で準用
する同条第３項、第９
６条第１項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

116
従属業務を営む会社を子会社
としようとするとき等の届出

水産業協同組合法第１
７条の２第８項、同法
第９６条第１項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

117

担保権の実行等により、国内
会社の株式等をその基準株式
数等を超えて取得する場合、
１年を超えて所有することの
特例承認

水産業協同組合法第１
７条の３第２項、同法
第８７条の４第２項、
同法９６条第１項、同
法第１００条第１項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

118

役員等の兼職又は兼業の認可 水産業協同組合法第３
５条の２第１項ただし
書き、同法第９２条第
３項、同法第９６条第
３項、同法第１００条

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

119

定款の変更認可 水産業協同組合法第４
８条第２項、同法第９
２条第３項、第９６条
第３項、第１００条第

実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

120

信用事業を譲渡したときの届
出

水産業協同組合法第法
第５４条の２第４項、
第９２条第３項、第９
６条第３項、第１００

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

121

業務報告書の提出 水産業協同組合法第５
８条の２第１項第９２
条第３項、第９６条第
３項、第１００条第３

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

122

連結業務報告書の提出 水産業協同組合法第５
８条の２第２項、第９
２条第３項、第９６条
第３項、第１００条第

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

123

設立の認可 水産業協同組合法第６
３条第１項、第９２条
第４項、第９６条第４
項、第１００条第４項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

124

解散決議の認可 水産業協同組合法第６
８条第２項、第９６条
第５項、第９１条の２
第２項、第１００条第

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

125

解散の届出 水産業協同組合法第６
８条第５項、第９６条
第５項、第９１条の２
第５項、第１００条第

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

126

合併の認可 水産業協同組合法第６
９条第２項、第９２条
第５項、第９６条第５
項、第１００条第５項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

127
子会社対象会社のうち証券専
門会社等の認可対象会社を子
会社としようとするときの認

水産業協同組合法第８
７条の３第３項、第１
００条第１項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

128

連合会が子会社としている水
産業協同組合法第８７条の３
第１項各号に掲げる会社を当
該各号のうち他の号に掲げる
会社に該当する子会社としよ
うとするときの認可

水産業協同組合法第８
７条の３第４項、第１
００条第１項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

129
従属業務を営む会社又は新た
な事業分野を開拓する会社を
子会社としようとするとき等

水産業協同組合法第８
７条の３第６項、第１
００条第１項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

130
連合会の権利義務の包括承継
の認可

水産業協同組合法第９
１条の３第２項、第１
００条第５項

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

131
金利先渡取引事業の開始の届
出

漁業協同組合等の信用
事業に関する命令第１
条<水産業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

132

信用事業方法書の設定、変更
及び廃止の届出

漁業協同組合等の信用
事業に関する命令第２
条第３項<水産業協同組
合法>

33 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度
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　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申請
件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 手続の見直し オンライン化実施方策提示前倒し 備考

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容

整理
番号

133

劣後特約付金銭消費貸借によ
る借入れをしようとする場合
の報告

漁業協同組合法等の信
用事業に関する命令第
１０条の４第１項第１
号、第１０条の４第２
項第１号<水産業協同組

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

134

劣後特約付金銭消費貸借に係
る債務について期限前弁済を
しようとする場合の報告

漁業協同組合法等の信
用事業に関する命令第
１０条の４第１項第２
号<水産業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

135

劣後特約付金銭消費貸借に係
る債務について期限前弁済を
しようとする場合の報告

漁業協同組合法等の信
用事業に関する命令第
１０条の４第２項第２
号<水産業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

136

連合会又は子会社において不
祥事件が発生したことを知っ
た場合の報告

漁業協同組合等の信用
事業に関する命令第１
０条の４第１項第３号<
水産業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

137

決算速報及び仮決算速報 漁業協同組合等の信用
事業に関する命令第１
０条の４第１項第４号<
水産業協同組合法>

66 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

138

事業計画書の報告 漁業協同組合等の信用
事業に関する命令第１
０条の４第１項第５号<
水産業協同組合法>

33 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

139

貯金等の状況報告 漁業協同組合法等の信
用事業に関する命令第
１０条の４第１項第６
号、第１０条の４第２
項第３号<水産業協同組

33 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

140

信用事業及び財産の状況に関
する説明書類の縦覧開始の届
出

漁業協同組合等の信用
事業に関する命令第１
０条の４第５項<水産業
協同組合法>

33 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

141

担保権の実行による株式等の
取得等により他の会社を子会
社としようとする場合の届出
など

漁業協同組合等の信用
事業に関する命令第１
０条の４第６項第１号<
水産業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

142

業務報告書、連結業務報告書
の提出延期の承認

漁業協同組合等の信用
事業に関する命令第１
１条第４項<水産業協同
組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

143

信用事業及び財産の状況に関
する説明書類の縦覧開始延期
の承認

漁業協同組合等の信用
事業に関する命令第１
１条の３第２項<水産業
協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

144
余裕金の運用限度の承認 水産業協同組合財務処

理基準令第６条第６項<
水産業協同組合法>

0 実施方策検討 標準仕様の提示 1 1 受付時間の延長（２４時間化） 1
オンライン化実施方策提
示１５年度→１４年度

所 管 手 続 数 合 計 144
年度別オンライン化
実施数 0 0 0 　 144 148 144計 計計
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個別手続のオンライン化実施計画（地方公共団体が扱う手続(地方自治法第２条第９項第１号法定受託事務））

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 手続の見直し オンライン化実施方策提示前倒し 添付証明書 備考

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容

疑わしい取引の届出

組織的な犯罪の処罰
及び犯罪収益の規制
等に関する法律第54
条

20 0

0

0

0

所 管 手 続 数 合 計
年度別オンライン
化実施方策提示数 0 0 ０ 0 0 0 0

オンライン化実施方策
提示数合計（計画期間

0

計 計計

（注）１「年度別オンライン化実施方策提示数」欄には、当該年度のオンライン化の実施方策提示数の合計を記載する。「オンライン化実施方策提示数合計」欄には、計画期間中（１２年度～１５年度）のオンライン化の実施方策提示数の合計を
記載する。
　　　２見直し状況欄（「手続の見直し」「オンライン化実施方策提示前倒し等」）には、当該欄ごとに該当の有無（あり：１、なし：０）を記載するとともに、それぞれ見直しの内容を簡潔に記載する。
　　　　また、「手続の見直し」欄については、見直した事項数（例えば、２種類の証明書等について添付不要としたのであれば該当件数として２）を記載する。
　　　３「根拠規定」欄については、届出、報告等については、当該届出等の根拠規定を、許認可等については当該許認可等の根拠規定を記載し、様式等を定める手続規定は記載しない。
         根拠規定が政省令及び告示であるものについては、当該政省令等の根拠法律も＜＞内に記載する。
　　　４備考欄には、１５年度までにオンライン化実施方策提示が困難な手続について、困難な理由、１６年度以降のオンライン化実施方策提示時期を簡潔に記載する。
　　　　また、15年度までに一部オンライン化実施方策提示ができないもの（例えば、民間の発行する証明書など）については、その理由を簡潔に記載する。
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平成１５年度までのオンライン化実施が特に困難な個別手続

１国の行政機関が扱う手続

　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 備考

２指定法人等が扱う手続

　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 備考

手 続 数 合 計 － － － － －

３地方公共団体が扱う手続(地方自治法第２条第９項第１号法定受託事務）

　事　　　　　　　項 根拠規定
年間平均申
請件数

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 備考

手 続 数 合 計 － － － － －

該当なし

該当なし

該当なし
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各種証明書の電子化状況

証　　明　　書　　名 電子化対応時期 備　　　　　　　　　　考

１３年度 １４年度 １５年度

公認会計士第1次、第2次試験に合格したことを証する書面

検討 システム開発 運用

公認会計士第1次、第2次試験合格を証する書面
（証明書）の電子化については、政府認証基盤を活
用する方法など１５年度の運用を目指し電子化方式
を検討する。

会計士補となる資格を有することを証する書面

検討 システム開発 運用

会計士補となる資格を有することを証する書面（証
明書）の電子化については、政府認証基盤を活用す
る方法など１５年度の運用を目指し電子化方式を検
討する。

公認会計士となる資格を有することを証する書面

検討 システム開発 運用

公認会計士となる資格を有することを証する書面
（証明書）の電子化については、政府認証基盤を活
用する方法など１５年度の運用を目指し電子化方式
を検討する。

（注）上記の証明書は当庁所管の法令に交付が規定されているものではないが、他府省が所管する行政手続において電子化
完全実施を目指す上で添付が必要な証明書として、当庁に対し電子化を求められているものである。


